「大分県起業家成長促進事業」の公募要領
平成２７年８月２５日
公益財団法人大分県産業創造機構
おおいたスタートアップセンター
	１　事業の目的


　この事業は、大分県が、有望な事業計画を有する新規中小企業者の成長を促進するため、新規中小企業者に対し、事業を成長軌道に乗せるために必要なマーケティング活動や商品等の開発・改良、販路開拓に要する経費の一部を支援するものです。
　公益財団法人大分県産業創造機構（以下、「機構」という）は、「大分県起業家成長促進事業実施要領」（以下「要領」という）第４条の規定により、支援対象者の募集、選定、フォローアップを行うこととされています。
　この公募要領は、機構が当事業の支援対象者を選定するための募集に関する内容を定めたものです。

	２　応募対象者


当事業の支援対象者は、創業支援事業計画を有する市町村からの推薦を受けた有望な事業計画を有する新規中小企業者です。
　
· 「創業支援事業計画」とは、産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第１１３条第１項の規定に基づき県内市町村が認定を受けた計画をいいます。現在、県内では下記の市町が認定を受けています。
	【創業支援事業計画の認定を受けた１７市町】

大分市、別府市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市、国東市、日出町、九重町、玖珠町


· 「有望な事業計画」とは、補助事業期間（支援対象者として選定された年度を含む３ヵ
年度）において雇用者を５名以上増加させ、かつ持続的な成長が見込まれる事業計画をいいます。
· 「新規中小企業者」とは、県内に本社所在地を有する「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」（平成１１年法律第１８号）第２条第３項各号に掲げる者並びに設立の日以後の期間が５年未満の企業組合及び協業組合をいいます。
	【中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律 第２条第３項 抜粋】

一 　事業を開始した日以後の期間が五年未満の個人 

二 　設立の日以後の期間が五年未満の会社 

三 　事業を開始した日以後の期間が五年以上十年未満の個人又は設立の日以後の期間が五年以上十年未満の会社であって、前年又は前事業年度において試験研究費その他政令で定める費用の合計額の政令で定める収入金額に対する割合が政令で定める割合を超えるもの


※ただし、大企業又はその役員から５０％以上の出資を受けている者を除きます。また、公序良俗に問題のある事業や、公的な資金の使途として社会通念上不適切であると判断される事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律により定める風俗営業など）は対象となりません。
· 県の他の補助金で本事業と目的が類似するものを受けている又は受ける予定の方は対象外となります（具体的な補助事業名等は個別にご相談ください。）。

· なお、支援対象者に選定された場合は、機構（おおいたスタートアップセンター）によるフォローアップにご協力いただきます。

　　　　　【主なフォローアップの内容】

　　　　　　・事業進捗状況の定期的な確認（概ね４半期に１回以上）

　　　　・決算状況の確認（１年に１回以上）　等
	３　補助事業の詳細


※補助金の交付を受けるには、対象企業に選定後、別途、支援を希望する年度ごとに県への申
請が必要です。
（１）支援期間

選定を受けた年度を含めた３カ年度
（２）補助金額

補助対象経費の２／３以内（最大２００万円）※３カ年度合計

（３）補助対象事業

①マーケティング事業

· マーケティング戦略の策定・実行
· 各種調査（市場調査、競合調査、顧客満足度調査、購買履歴調査など）　等
②商品等開発・改良事業
· 商品や役務の開発・改良（新商品（役務）開発、デザインのブラッシュアップ、機能等の追加や見直し、精度や利便性の向上、容積等のコンパクト化、味等の改善、専門家による指導、職員に対する研修の実施など）
· 知的財産等の導入
· 企業・事業買収等に係る調査及び専門家等による仲介　等
③販路開拓事業

· 専門家の委嘱等により行う調査及び指導等
· 国内外での展示会等の開催及び参加
· 企業・商品の広告宣伝等の広報事業（チラシやＨＰ等の作成、広告の実施）　等
（４）補助対象経費
　　事業を成長軌道に乗せるために必要な別表１に該当する経費となりますが、以下の①～③の条件を全て満たす経費が対象となります。なお、下記以外にも補助対象経費の要件があります。詳細は、対象事業者として選定された後に県から説明がありますのでご了承ください。
	①使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費

②事業の遂行に当たり適正な金額と認められる経費

③県による交付決定日以降の契約・発注・納品により発生した経費
④証拠書類等によって金額・支払等が確認できる経費


　

【補助対象経費に係る留意点】
· 交付決定日以前に契約・発注した経費は補助対象となりませんので、十分に気をつけてください。
· 『適正な金額』とは、通常必要と考えられる範囲の金額です。旅費として、鉄道のグリーン料金や、ビジネスクラス航空券、高級ホテル代等は補助対象外です。

· 『証拠書類等』とは、見積書、合見積書、請求書、領収書、成果物等です。交付決定後に県から具体的な説明や指示がありますが、補助対象経費に係る書類等は、基本的に全て「保管」をしておいてください。証拠書類等が不明の場合は、補助金は支払われませんので、お気を付けください。
· 『ガソリン代』や『高速道路使用料金』は、当事業に係る金額のみを算定することが困難なため補助対象外です。
· 機械装置等の『購入』は補助対象外です。（「借用」に係る経費のみ対象）
· 『人件費』は補助対象外です。

· 『仕入れに係る物品の購入（売上原価に計上されるもの）』は補助対象外です。

· 『消費税及び地方消費税』、『振込手数料』は補助対象外です。
· 国や県等から他の補助金を受けている場合、同一の補助対象経費について、複数の補助金の支援を受けることはできません。
【別表１】

	事業区分
	経費
区分
	内　　　　　容

	マーケティング事業
（補助率2/3）

	謝　金
	 専門家謝金

	
	旅　費
	 専門家旅費、職員旅費

	
	庁　費

	会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、データベース使用料、通信運搬費、借料又は損料、調査研究費、通訳料、翻訳料、消耗品費、雑役務費、会場整備費、保険料、外注費、教材費、原稿料、受講料

	
	委託費
	マーケティング事業の一部を委託する経費

	商品等開発・改良事業
（補助率2/3）
	謝　金
	専門家謝金、実習企業謝金

	
	旅　費
	専門家旅費、職員旅費

	
	庁　費

	会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、データベース使用料、通信運搬費、借料又は損料、検査料、分析料、デザイン料、調査研究費、通訳料、翻訳料、消耗品費、雑役務費、会場整備費、検査器具購入費、保険料、外注費、教材費、原稿料、受講料

	
	原材料費
	商品等開発・改良に使用する主要原料、主要材料及び副資材の購入に要する経費

	
	機械装置
等経費
	商品等開発・改良に使用する機械装置、施設、工具器具等の借用に要する経費

	
	委託費
	商品等開発・改良事業の一部を委託する経費

	販路開拓事業
（補助率2/3）
	謝　金
	専門家謝金

	
	旅　費
	 専門家旅費、職員旅費

	
	庁　費

	 会議費、会場借料、印刷製本費、資料購入費、データベース使用料、通信運搬費、借料又は損料、調査研究費、広告宣伝費、通訳料、翻訳料、消耗品費、雑役務費、会場整備費、保険料、ホームページ作成費、外注費、教材費、原稿料、受講料

	
	委託費
	販路開拓事業の一部を委託する経費


	４　補助事業のスケジュール


　　　本事業による補助対象期間は３カ年度となっていますが、補助金の交付を受けるには、毎年度、県への申請が必要となります。

　　　また、補助金の支払いは、年度ごとの『精算払い』が原則です。年度ごとの全事業を終えて、県に実績報告を提出し、県による確定検査を終えた後に補助金が支払われます。

　　　なお、年度ごとの補助対象経費は、『２月末』までに終了（経費の支払い、事業の実施等の全てを完了した）した事業とします。また、県の予算編成の都合上、平成２７年度（１年目）については、平成27年12月11日（金）までに補助対象経費の金額を全て確定していただきます。

【スケジュールの具体例】平成２７年度に選定された企業の場合
	平成２７年度（１年目）

	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　１年目のスケジュール

【補助事業実施期間】平成27年10月頃～平成28年2月　

【補助金支払い】平成28年3月～4月頃
	平成２８年度（２年目）

	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２年目のスケジュール

【補助事業実施期間】平成28年4月頃～平成29年2月　

【補助金支払い】平成29年3月～4月頃
	平成２９年度（３年目）

	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３年目のスケジュール

【補助事業実施期間】平成29年4月頃～平成30年2月　

【補助金支払い】平成30年3月～4月頃
	５　事業のスキーム


【１年目】
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（9月下旬頃）

⑤選定通知
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大分県

（商工労働部

経営金融支援室）

⑥補助金額内示

（10月上旬）

⑦交付申請

（10月上旬）

⑧交付決定

（10月上旬）

事業実施

（補助事業期間）

⑨完了報告

⑩確定検査（交付額決定）

⑪補助金請求

⑫補助金支払

⑤選定報告

（9月下旬頃）

⑤選定報告

（9月下旬頃）


【２年目・３年目】

　　年度ごとに補助事業計画を見直した上で、上記の⑥～⑫の手順で実施
	６　応募方法


「７ 提出書類」に記載した書類を以下の応募先に持参、郵送又はメールしてください。
（１）募集期間　平成２７年８月２５日（火）～平成２７年９月２４日（木）※１７時必着
（２）応募先　〒870-0037　大分市東春日町17番20号　大分第2ソフィアプラザビル5F
公益財団法人大分県産業創造機構　おおいたスタートアップセンター
（３）連絡先　電話 097-534-2755　 ＦＡＸ 097-534-2760
Ｅメール　startup@columbus.or.jp
	７　提出書類


	区　　　分
	備　　　考

	 申請書
	第１号様式

	経営計画書
	第２号様式

	補助事業計画書（初年度分のみ）
	第３号様式

	 市町村推薦状※2
	第４号様式

	申請日までに確定している直近２営業期間の決算に関する書類※3
	貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳書

	誓約書※4
※大分県暴力団排除条例に基づく
	第５号様式

	（商業）登記簿謄本又は
 登記事項証明書（原本）
　［法務局］
	３ヶ月以内に発行のもの


	 国税の納税証明書その３の２※5
　［税務署］
	「申告所得税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない証明

	 国税の納税証明書その３の３※5
　［税務署］
	「法人税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない証明

	 県税の完納証明書※6
　［県税事務所（大分県の場合）］

　（県外に本社のある場合は納税証明書）
	県税について未納税額がない証明


〔提出時の留意点〕
※１

ア　経営計画書、補助事業計画書は、正本１部・副本６部の計７部を作成（日本工業規格Ａ４版及びＡ３版（各様式記載の指示に従うこと）・片面印刷）の上、提出してください。

イ　各計画書の作成に際しては、パソコンを使用し、図や表を用いるなど、できるだけわかりやすく記入してください。また枠内に記入しきれない場合は、枠を拡大して記入してください。なお、審査に際して、コピー(白黒)を取るため、カラーや色の濃い網掛け等は控えてください。
ウ　参考資料として会社案内及び各計画書に関する資料の添付も可とします。なお、参考資料は、７部提出してください。
エ　各計画書を事務局に提出した後、当該計画書の電子データ（ワード、エクセルともに）を下記E-mailまでお送りください。
　 　提出先：startup@columbus.or.jp　（担当：小野）

※２
  　　創業支援事業計画を有する市町村からの推薦が必要です。
※３

ア　創業して税務申告を２期終えていない場合は、税務申告を終えた期すべての決算報告書（確定申告書）を提出してください。
イ　新たに創業する場合又は創業して税務申告を1期も終えていない場合について、法人で応募する場合は設立時貸借対照表を、個人で応募する場合は前年の源泉徴収票又は所得証明書（前年が個人事業者の場合は確定申告書）をそれぞれ提出してください。
※４
大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、暴力団等でない旨の誓約書の提出をお願いしています。
※５
様式については、http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/nofu-shomei/shomei/pdf/01-1.pdf　からダウンロードできます。
※６
県税の完納証明書は、県税事務所にて取得し、提出してください。（県税事務所の窓口で必ず「完納証明書」と申請してください。申請書類には「納税証明書交付申請書」となっていますが、差し支えありません。）　様式については、http://www.pref.oita.jp/uploaded/attachment/4428.pdfからダウンロードできます｡
	８　応募後のスケジュール


（１）事前調査（事務局による確認） 平成２７年９月下旬

· 書類の不備や対象要件の欠如等についての確認や事業計画についての確認を行いますので、必要に応じて、提出書類等の追加や修正をお願いします。

（２）審査委員会（総合評価（プレゼンテーション））平成２７年９月下旬頃
· プレゼンテーションによる審査です。
· 実施会場や時間については、申込者に別途通知します。

· 会場までの交通費や参加に伴う諸経費等については、申込者各自で負担をお願います。
· 審査の結果については、平成２７年９月下旬頃に連絡します。
	９　審査項目


提出された経営計画書・補助事業計画書について、審査委員会が、「競争優位性」や「成長性・収益性（雇用創出力）」、「実現可能性」、「継続性」、「支援の必要性」等の項目に基づき審査を行います。

	１０　その他注意事項


（１）審査過程や審査内容に関するお問い合わせには一切お答えできません。
（２）応募書類の内容については、当該審査以外に使用することはありませんが、特別なノウハウや営業上の秘密事項などについては、あらかじめ法的保護を行うなど、申込者の責任で対応してください。
（３）支援対象企業となった場合は、企業名・中期経営計画の概要などについて、公表させていただきます。
（４）提出された書類は、機構が保管し、提出者には返却しませんので、必要な場合は各自でコピーをお取りください。
（５）虚偽の事実が判明した場合や機構による選定後のフォローアップを拒否するなど、支援対象者としてふさわしくないと認められる場合には、支援対象企業としての選定を取り消すことがあります。選定の取消に伴い、県から交付される補助金について、交付決定の取消や補助金の返還等を求められることがあります。
（６）ご提出いただいた書類などの個人情報は、当事業における支援対象事業者の選定及び選定後の支援以外の目的で使用することはありません。
　
（第１号様式）
平成　　年　　月　　日
公益財団法人大分県産業創造機構
理事長　　　　　　　　　　　殿
　　　　　 
住　所　（〒　　　　－　　　　　） 
名　称   
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　印
（担当者・連絡先　　　　　　　　　　　　　　　）
大分県起業家成長促進事業申請書
　
大分県起業家成長促進事業に係る支援対象者の選定を受けたいので、下記の関係書類を提出します。
　
記
１．経営計画書（様式２）
（経営計画書に枚数制限はありません。詳細な記載をお願いします。）
２．補助事業計画書（様式３）

３．決算書（直近２カ年の貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の内訳書）
４．創業支援事業計画を有する市町村からの推薦状（様式４）
５．大分県暴力団排除条例に基づく誓約書（様式５）
６．登記事項証明書（提出日より３ヵ月以内に発行されたもの）
７．国税の納税証明書その３の２
８．国税の納税証明書その３の３
９．県税の完納証明書

（第２号様式）
経営計画書
※記入欄は必要に応じて広げて記載してください。　

１　企業概要
	名　　称
	代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　（　　才）

	創業／設立
	（創業）　　　年　　月　　日　（設立）　　　　年　　月　　日

	本社所在地
連絡先
	〒
TEL　　　　　FAX　　　　　E‐mail:　　　　　　　　（担当者：　　　　　　　　）

	資 本 金
	　　　　千円　
	業　種
	従業員数 ※直近決算期末時点
人（内パート　　人）

社員の平均年齢　　才（パート等除く）

	株
主
構
成
	氏　　名
	関　係
	比率
	売上
構成
	製品・商品名
	比率

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	主
要
販
売
先
	会社名
	製品・商品名
	比率
	主要
仕入
先
	会社名
	製品・商品名
	比率

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	＜企業の沿革＞

	

	＜代表者の経歴＞

	

	＜過去に受けた補助金・助成金・表彰歴など＞

	時期
対象事業
交付期間・制度名
金額（千円）
＜経営理念・経営方針＞

	


２　計画内容

	①計画名

（２０字程度）
	

	②自社の現況（技術やノウハウ等における強み、既存事業の状況等）

	

	③顧客ニーズと市場動向、競合環境等

	

	④成長戦略

	【概要（顧客へ提供する具体的価値等）】

【特徴、競争優位性】

【販路等（マーケティング戦略）】

【その他（事業に係るリスク、長期的な成長ビジョン等）】




３　雇用見込み

	時　期
	雇用増員数
	増員した人員に行わせる業務

	１年目
	人（うちﾊﾟｰﾄｱﾙﾊﾞｲﾄ　人）
	

	２年目
	人（うちﾊﾟｰﾄｱﾙﾊﾞｲﾄ　人）
	

	３年目
	人（うちﾊﾟｰﾄｱﾙﾊﾞｲﾄ　人）
	


４　実施計画
・計画達成に向け取り組むべき実施項目を具体的に記載
	年
	実施項目
	実施時期
（　年　月）
	実施内容

	１
年
目
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	２
年
目


	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	３
年
目

	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※このページは、別添の「エクセル様式集」を用いて作成し、貼り付けてください。
５　利益計画・人員計画
（単位：千円）
	科目/決算期
	1年前
	直近期末(A)
	1年後
	2年後
	3年後(B)
	(B)－(A)

	
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	

	①売上高


	
	
	
	
	
	

	②売上原価

	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
（①－②）


	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費


	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益

（③－④）


	
	
	
	
	
	

	⑥営業外収入


	
	
	
	
	
	

	⑦営業外費用


	
	
	
	
	
	

	⑧経常利益

（⑤＋⑥－⑦）


	
	
	
	
	
	

	⑨従業員数


	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人
	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人
	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人
	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人
	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人
	　　　人

うちパート・アルバイト

　　　人


　※このページは、別添の「エクセル様式集」を用いて作成し、貼り付けてください。
６　補助金の活用
・計画実現のために必要な支援を具体的に記入

①補助金希望額（下記積算根拠と整合させること）

	１年目
	２年目
	３年目
	３年間合計

	円
	円
	円
	円


②積算根拠（２年目以降）

　※１年目は様式３「補助事業計画」で代用

	時　期
	事業名
	金　額
	実施内容

	２年目
	マーケティング
	円
	

	
	商品等開発・改良
	円
	

	
	販路開拓
	円
	

	
	２年目計
	円
	

	３年目
	マーケティング
	円
	

	
	商品等開発・改良
	円
	

	
	販路開拓
	円
	

	
	３年目計
	円
	


７　その他の希望支援策
・おおいたスタートアップセンターや市町村等に期待する支援内容を具体的に記入

	


（第３号様式）

補助事業計画書
１．事業日程及び事業の内容
	事業名
	事業日程
	事業の内容

	マーケティング事業
	
	

	商品等
開発・改良事業
	
	

	販路開拓
事業
	
	


２．事業に要する経費　                                                

 （単位：円）
	事業区分
	経費
区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象
経　　　費
	補助金交付
申　請　額
	備　考


	マーケティング事業
	謝　金
	
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	商品等開発・
改良事業
	謝　金
	
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	

	
	機械装置等
経費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	販路開拓事業

	謝　金
	
	
	
	

	
	旅　費
	
	
	
	

	
	庁　費
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


（注） 委託する場合には、備考欄に委託先名を記入すること。
　　 　補助事業に要する経費の積算明細（別紙様式）を添付すること。
※「補助金交付申請額」は、補助対象経費の2/3以内、千円未満切捨てで記載してください。
[image: image2.emf]（別紙様式）

事業経費明細

＊消費税及び振込手数料は補助対象外です。

＊具体的かつ詳細に記入下さい

＊安易な変更はできません。実行性の高い計画を作成して下さい

（単位：円）

事業

経費

区分

内容

金額（消費税抜き、振込手

数料抜き）

実施予定時期 発注予定先等

謝金

小計 0

旅費

小計 0

庁費

小計 0

委託費

小計 0

計 0

謝金

小計 0

旅費

小計 0

庁費

小計 0

人件費

小計 0

小計 0

小計 0

委託費

小計 0

計 0

謝金

小計 0

旅費

小計 0

庁費

小計 0

委託費

小計 0

計 0

合計 0

＊実施することが確実な事業について、可能な限り詳細に記入して下さい。



積算等

原材料費

機械装置

等経費

（会　社　名）

販

路

開

拓

事

業

商

品

等

開

発

・

改

良

事

業

マ

ー

ケ

テ

ィ

ン

グ

事

業


　※このページは、別添の「エクセル様式集」を用いて作成し、貼り付けてください。
（第４号様式）


第　　　　　　　　　号

　平成　　年　　月　　日
公益財団法人大分県産業創造機構

理事長　　　　　　　　　 　 殿　
市町村名
所管所属長　　　　　　　　　　　　　　　　 印
担当者職氏名

電話番号
平成　　年度大分県起業家成長促進事業に係る推薦状
下記の新規中小企業が作成した経営計画書等について、以下のとおり今後の成長が見込まれる計画であるため、支援対象者として推薦します。
記
１．企業名　　　　　　　　　　　　　　　　

２．連携支援機関等（特定創業支援実施者等）

　　機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　支援担当者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．確認事項
	確認欄
※
	項目
	備考（各項目について、所見等あればご記入ください）

	　□
	①「経営計画」には、３年間で雇用者数を５名増加させる妥当性があること
	

	□
	②経営者等は、自社の成長に対する高い意欲及び経営計画を達成するために必要な資質を有し、当事業の支援先として適切であること
	

	□
	③「補助事業計画」は、「経営計画」を達成するために妥当なものであること
	

	支援確認欄

	□当該申請者が経営計画や補助事業を円滑に実施できるよう事業実施期間中その支援に責任を持って取組みます。


※ 各項目について該当する場合には☑を付してください。
（第５号様式）
誓　　約　　書
私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。　
また、照会で確認された情報は、今後、私が、県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規　　 定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 暴力団員が役員となっている事業者
（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人では　ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
大分県知事　　　殿
　　　　　　　　
                 　　　             〔法人、団体にあっては事務所所在地〕
　　　　　　　　　　　　              住　　所
　　　　　　　　                    （ふりがな）
                                     氏    名          　　                                    　○
                                     生年月日　（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日(男・女）
※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
募集・選定





交付申請・決定











補助事業実施期間


（１年目）





補助金支払





完了報告・確定検査





交付申請・決定











補助事業実施期間


（２年目）





完了報告・確定検査





補助金支払





交付申請・決定











補助事業実施期間


（３年目）





補助金支払





完了報告・確定検査





市町村推薦状








